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Ⅰ 首都直下地震の被害想定 



１．政府等の主な取組 

この1年の取組 

• 国土強靭化基本法の制定 

• 災害対策基本法の改正 

• 首都直下地震対策特別措置法の制定 

• 南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法
への改正 

• 大規模地震防災・減災対策大綱の制定（５つの大綱の統合） 
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参考資料 
・「首都直下地震の被害想定項目及び手法の概要～人的・物的被害～」（平成25年12月、 
 中央防災会議首都直下地震対策検討ワーキンググループ）  
・「評価対象とする自然災害等を巡る現状及び課題」（平成26年1月22日、経済産業省 
 商務流通保安グループ 電力安全課） 
・経済産業省産業構造審議会保安分科会電力安全小委員会「電気設備自然災害等 
 ワーキンググループによる検討結果」（平成26.年4月25日）  
・国土交通省；首都直下地震対策計画第一版；平成26年4月1日 
 「国土強靭化基本計画」の概要；平成26年6月3日閣議決定 

 

Ⅰ 首都直下地震の被害想定 



２．首都直下地震の想定の変更要点 

• 2005年および2012年見直し時の想定の東京湾北部地震は当
面発生しないとして否定 

  最新の地震学の知見を反映：1923年の関東大震災のときに 

  想定東京湾北部地震震源域も活動していたことが判明した。 

• 震源はどこになるか予測できない 

 各企業や行政にはそれぞれの主要拠点の直下で地震が発生 

 する想定をするよう示唆 

• 想定マグニチュードはM７．３で変更なし 

  M７．３以上が起きないという保証はない 

  M７．３は阪神淡路大震災の規模と同等 
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首都直下地震の想定の変更要点 

• 南関東地震Ｍ８．２（関東大震災の再来）は切迫していない。 

  ただし、１００％無いとは言い切れないため、時間的猶予が  

  あると思わず耐震化などの対策の実施を行う。 

  その他長周期地震動対策、東西動脈の分断対応を検討。 

• 津波対策の想定 

  具体的には、津波想定等においては南関東地震、延宝房総 

  沖地震などの再来を想定 

  東京湾入口において津波波高１０mを想定、外房など太平 

  洋岸の大津波避難計画を策定 

  東京湾内においては１ｍ～２ｍの津波高の想定 

4 

Ⅰ 首都直下地震の被害想定 



2013年首都直下地震で想定している地震断層 
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このほか、津波の被害想定は海溝型のＭ８－９クラスを想定している 
出所：首都直下地震の被害想定項目及び手法の概要～人的・物的被害～ 

Ⅰ 首都直下地震の被害想定 



首都直下地震被害想定の変化 

項目 ２０１３年(新）都心南部 ２００５年東京湾北部 

揺れによる全壊家屋       約１７５，０００棟       約１５０，０００棟 

液状化による全壊        約２２，０００棟        約３３，０００棟 

急傾斜地崩壊による全壊         約１，１００棟        約１２，０００棟 

地震火災による焼失    最大約４１２，０００棟       約６５０，０００棟 

合計    最大約６１０，０００棟    最大約８５０，０００棟 

建物倒壊による死者      最大約６，４００人         約３，１００人 

地震火災による死者     最大約１６，０００人         約６，２００人 

合計     最大約２３，０００人     最大約１１，０００人 

要救助者     最大約７２，０００人        約４３，０００人 

避難者     約７，２００，０００人     約７，０００，０００人 

帰宅困難者    約１７，０００，０００人     約６，５００，０００人 
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出所：2013 年12 月19 日公表 内閣府「首都直下地震の被害想定と対策について」の解説-詳細版-；ＴＲＣ；リスクマネジメント
最前線2014No13 
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首都直下地震被害想定の変化ー２ 

項目 2013年(新）都心南部地震 2005年東京湾北部地震 

建物全壊棟数 最大610,000棟（焼失412,000） 最大850,000棟（焼失650,000) 

死者数 最大23,000人 最大11,000人 

帰宅困難者 約1700万人 約650万人 

電力支障率 約５０％（23区５０％）  ６．１％（東京１２．９％） 

上水道支障率 約３０－５０％（23区５０％） ２５．７％（東京３３．３％） 

ガス支障率 約１０－３０％（東京３０％） １２．３％（東京１９．０％） 

通信支障率 規制・停電の影響で５０％以上  ４．８％（東京 ９．３％） 
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支障率は1日目の想定 
ライフラインの支障率は新東京南部地震想定では、人的・物的資源の不足（従業員 
不足、燃料不足、工事車両不足など）により、復旧が進まない可能性があり、さらに 
厳しい被害様相が想定される。 

出所：2013 年12 月19 日公表 内閣府「首都直下地震の被害想定と対策について」の解説-詳細版-；ＴＲＣ；リスクマネジメント最前線2014No13 
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３．首都直下地震の被害の特徴 

 

• 首都中枢機能への影響  

  ① 政府関係機関  

  ② 経済中枢機能 （全国への波及の恐れ）  

• 巨大過密都市を襲う被災  

• 膨大な数の被災者の発生 （火災、帰宅困難）  

• 深刻な交通麻痺  

• 電力供給の不安定化  

• 情報の混乱  

• 復旧・復興のための土地不足 （ガレキ、住宅等） 

 
出典；内閣府首都直下地震対策検討ワーキング資料 
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首都直下地震の被害の様相 

 
• 建物 ： 木造住宅を中心に多くの建物が損壊する。  
• 火災 ： 火災が同時に多発し、延焼が２日程度続く。  

 電力 ： ５割の地域で停電が発生し、  

      最悪の場合、１週間以上回復しない。  

      状況によっては計画停電も。 

 電話 ： 携帯電話を含め不通の状態が１日程度続き、  

      停電が長期化すると携帯電話の使用も不安定となる。  

 道路 ： 主要道路の開通には少なくとも１日～２日を要する。  

      一般道はガレキによる不通区間が大量に発生、  

      復旧には１カ月以上を要する  

 鉄道 ： 運転再開には、地下鉄で１週間、  

        ＪＲや私鉄では１カ月程度を要する。 
 

出典；内閣府首都直下地震対策検討ワーキング資料 
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2013年都心南部地震被害想定による震度分布想定図（Ｍ７．３） 
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出所：首都直下地震の被害想定項目及び手法の概要～人的・物的被害～ 

Ⅰ 首都直下地震の被害想定 



首都直下地震被害想定；3つのエリアに分断 
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出所：首都直下地震の被害想定項目及び手法の概要～人的・物的被害～ 

Ⅰ 首都直下地震の被害想定 



政府の首都直下地震に対する対処方針 

事前防災 
中枢機能の確保、被害の絶対量の軽減の観点から下記の課題に関する対策
を中心にとりまとめていく。 

（1）首都中枢機能の継続性の確保 
  政府全体としての業務継続体制の構築、情報収集・集約、発信体制の強 

  化、金融決済機能等の継続性の確保、企業の事業継続のための備え等 

（2）建築物、施設の耐震化等の推進 
  M7クラスの地震は、どこが震源となるかはわからないため、首都圏全般 

  での耐震化を推進する 
（3）火災対策 
  出火防止対策として、感震ブレーカー等の普及を促進する 
（4）2020年オリンピック・パラリンピック東京大会に向けた対応 
  外国人観光客を迎えるにあたり、様々な手段による防災情報の伝達等に 

  ついて早急に対策を講じる 
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東日本大震災の自治体庁舎の地震・津波被害状況 
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出典；内閣府中央防災会議 

        東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会報告 平成23年6月28日 

内陸の自治体においても、老朽化の進んだ自治体 

庁舎では揺れにより構造躯体等に大きな損傷が発 

生。倒壊のおそれのある極めて危険な状況にあった。 
出典：国土技術政策総合研究所、建築研究所平成23年4月4日 

「白河市、須賀川市、仙台市におけるＲＣ造、Ｓ造、非構造部材を中心とした 

建築物被害調査（速報）」 

Ⅰ 首都直下地震の被害想定 



14 

Ⅱ 本庁舎周辺エリアの特性 

本庁舎周辺エリアの特性 

社会福祉法人千葉市社会福祉協議会副会長 

玉井美知子 



1 日本赤十字社の活動 

• 活動風景(2013.9.1 第34回九都県市合同防災訓練） 
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• 日本赤十字社千葉県支部ほかによる応急救護訓練 

Ⅱ 本庁舎周辺エリアの特性 



1 日本赤十字社の活動 

• 活動風景(2013.9.1 第34回九都県市合同防災訓練） 
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• 陸上自衛隊・千葉市赤十字奉仕団ほかによる応急給食 

Ⅱ 本庁舎周辺エリアの特性 



1 日本赤十字社の活動 

• 活動風景(2013.9.1 第34回九都県市合同防災訓練） 
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• 陸上自衛隊・千葉市赤十字奉仕団ほかによる応急給食 

Ⅱ 本庁舎周辺エリアの特性 



千葉みなと駅 

旅客ターミナル 

千葉駅 

千葉中央駅 

新千葉駅 

西登戸駅 京成千葉線 

総武本線 

京葉線 

国道３５７号 

千
葉
都
市
モ
ノ
レ
ー
ル 

葭川公園駅 

栄町駅 

千葉市役所 

２ 本庁舎敷地周辺の特徴 
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千葉駅 

千葉中央駅 

新千葉駅 

西登戸駅 京成千葉線 

総武本線 

昭和38年（1963年）頃の中央地区（国土地理院撮影） 

埋立前 

千葉駅 

千葉中央駅 

西登戸駅 
京成千葉線 

総武本線 

昭和40年（1965年）頃の中央地区（国土地理院撮影） 
埋立中 

２ 本庁舎敷地周辺の特徴（埋立前後） 

千葉市役所 
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Ⅱ 本庁舎周辺エリアの特性 
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２ 本庁舎敷地周辺の特徴（変遷） 

現
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平成13年 

昭和45年 平成元年 
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部
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橋
～
千
葉
港
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千葉みなと駅 

（旅客ターミナル） 

千葉駅 

千葉中央駅 

新千葉駅 

西登戸駅 京成千葉線 

総武本線 

京葉線 

国道３５７号 

千
葉
都
市
モ
ノ
レ
ー
ル 

葭川公園駅 

栄町駅 

県庁前駅 

千葉銀行本店 

(京葉銀行本部) 

千葉食品コンビナート 

金融 

中央ＣＣ ポートアリーナ 

ポートサイドタワー 

総合保健医療Ｃ 

新宿中学校 

消防本部 

Ｑｉｂａｌｌ 

行サ 

みなと 
公園 

ポートパーク 

運動広場 

幸町公
園 

公園 

Ｈカンデオ 

Ｈオークラ Ｈ東横イン 

Ｈツカモト 

Ｈポートプラザ千葉 

ホテル 

日本赤十字 

ＮＨＫ千葉 

(千葉県医師会) 

情報 

中央警察署 

中央郵便局 

県立美術館 

公サ 

東京ガス 

ＮＴＴ 

東京電力 

インフ 

千葉市役所 

庁舎 

２ 本庁舎敷地周辺の特徴（現在） 
本庁舎周辺には、公的機関、情

報・通信、エネルギー、インフラ関連

企業、医療施設、宿泊施設などの

機能が集積してきた。 
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三愛記念病院 

井上記念病院 

病院 

千葉みなと病院 

Ⅱ 本庁舎周辺エリアの特性 



３ 本庁舎敷地の可能性 
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Ⅱ 本庁舎周辺エリアの特性 

ヘリコプターの活用 

港の活用 



３ 本庁舎敷地の可能性 
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Ⅱ 本庁舎周辺エリアの特性 

• ヘリコプターの活用（１） 

• ヘリコプターによる中・高層
建物からの救助訓練 



３ 本庁舎敷地の可能性 

• ヘリコプターによる患者搬送訓練の様子 
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Ⅱ 本庁舎周辺エリアの特性 

• ヘリコプターの活用（１） 



３ 本庁舎敷地の可能性 

• 港の活用（１） 

25 

• 海上自衛隊輸送艇「はしだて」による救援物資輸送訓練 

Ⅱ 本庁舎周辺エリアの特性 



• 船を活用した患者搬送訓練の様子 
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Ⅱ 本庁舎周辺エリアの特性 

３ 本庁舎敷地の可能性 

• 港の活用（２） 



政令指定都市における本庁舎の役割 

千葉大学法政経学部 准教授 
関谷 昇 



  市役所の位置 
 

      

 

 

 

 

 

【作業中】 
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Ⅲ  政令指定都市における本庁舎の役割 



  区役所の位置 
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Ⅲ  政令指定都市における本庁舎の役割 

      

 

 

 

 

 

【作業中】 

 

 



  保健福祉センターの位置 
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Ⅲ  政令指定都市における本庁舎の役割 



  消防署の位置 
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Ⅲ  政令指定都市における本庁舎の役割 



  公民館の位置 
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Ⅲ  政令指定都市における本庁舎の役割 



  小学校の位置 
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Ⅲ  政令指定都市における本庁舎の役割 



  中学校の位置 
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Ⅲ  政令指定都市における本庁舎の役割 



  市内の施設分布状況 
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Ⅲ  政令指定都市における本庁舎の役割 

凡例 施設区分 

本庁舎 

区役所 

保健福祉センター 

消防署 

公民館 

小・中学校 



  通常時における本庁の役割 
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Ⅲ  政令指定都市における本庁舎の役割 

  

  

学校・公民館など 

  

本庁 

（市政運営の拠点） 

【役割】 

○全市的観点からの企画立案・ 

 予算編成等 

○各部署間の統合調整 

区役所 

出先機関 

【役割】 

○市民に身近な行政サービスの提供 

〇地域コミュニティ振興等 

市民・各種団体等 
利用 

行政サービスの提供 

他の自治体、 
千葉県、国等 

 連絡調整等  連携 

調整・連携 

連携 統合調整等 

関係団体等 

連携 

行
政
サ
ー
ビ
ス
の
提
供 

市
民
ニ
ー
ズ
等
の
把
握 

市民ニーズ等の把握 行政サービスの提供 

役割りに応じて連絡調整等 



  非常時における本庁の役割 
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Ⅲ  政令指定都市における本庁舎の役割 

  

  

学校・公民館など 

（地域防災拠点） 

  

本庁 

（市総合防災拠点） 

【役割】 

○災害対策方針の協議・決定 

〇情報やニーズの収集・分析 

○災害対応指示や情報伝達・発信 

〇適切な配備体制の構築 

区役所 

出先機関 

（区総合防災拠点） 

【役割】 

○避難所の開設・運営支援 

〇情報収集・伝達 

市民・各種団体等 
情報提供 

避難 

他の自治体、 
千葉県、国等 

 連絡調整等  連携 

対応指示・ 

情報伝達 
避難情報等の把握 

対応指示・情報伝達 避難情報等の把握 

関係団体等 

災
害
情
報
・
避
難
情
報
の
発
信 

    役割に応じて 連携して災害対応に従事 



本庁舎整備の基本理念と 
           基本計画の作成に向けて 

千葉大学大学院工学研究科 教授 
柳澤 要 



  1 平成25年度までの取り組みについて 

Ⅳ 本庁舎整備の基本理念と基本計画の作成に向けて 

平成23年度 

本

庁

舎

の

あ

り

方

に

関

す

る

基

本

的

な

考

え

方

 

本

庁

舎

整

備

方

策

 

 

検

討

基

礎

調

査

 

第

三

者(

千

葉

大

学

工

学

部)

に

よ

る

検

証

 

平成24年度 平成25年度 
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• 本庁舎整備に関する検討の経緯 



  1 平成25年度までの取り組みについて 

• 現庁舎が抱える課題 

現庁舎が抱える課題 

１ 防災機能 

２ 分散化・狭隘化 

３ 老朽化 

 執務室の狭隘化 
 執務室の分散化 
 庁内サインの視認性 
 庁内動線の混在 
 借上げ料の負担 

 耐震性能（Ｉｓ値・杭・階段）  
 非構造部材の耐震性不足 
 非常時に業務を継続するために必要な機能 

 建物・設備の老朽化 
 バリアフリー化の制約 
 環境性能の不足 
 重要設備の地下配置による浸水の恐れ 

具体的な課題 

Ⅳ 本庁舎整備の基本理念と基本計画の作成に向けて 
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  1 平成25年度までの取り組みについて 

• 現庁舎が抱える課題とそれに対する対応策 

現庁舎が抱える課題 

１ 防災機能 

２ 分散化・狭隘化 

３ 老朽化 

 物理的なスペースを確保 

  ・新増築、借増し、購入 

 耐震補強 

  ・基礎部分を含めた耐震補強工事 

  ・設備類や内装などの耐震化 

 大規模改修 
  ・設備類や内装などの更新 
  ・バリアフリー化、環境性能の向上 
  ・エネルギー棟の新設 

考えられる対応策 

Ⅳ 本庁舎整備の基本理念と基本計画の作成に向けて 
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  1 平成25年度までの取り組みについて 

• 検討ケースの評価 

Ⅳ 本庁舎整備の基本理念と基本計画の作成に向けて 

評価の視点 

１ 定性的評価 

２ 定量的評価 
 ５５年間のライフサイクルコストの比較 

  ・建設（改修）費用… 整備期間   ５年 

  ・維持管理費用   … 使用期間 ５０年 

 建物性能…改築・新増築後の建物の性能 

 

 建物利用…建物の棟数による使い勝手 

 

 敷地利用…建物配置の自由度 

評価項目 

42 



検討パターン

増築棟

新築

渡廊下

渡廊下 本庁舎 渡廊下
議事堂棟

大規模改修
大規模改修

増築棟

新築

渡廊下

渡廊下 本庁舎 渡廊下
議事堂棟

大規模改修
解体議事堂

新庁舎

新築

本庁舎
渡廊下

議事堂棟

解体

解体議事堂

建物性能

良い

検討パターン

良い

とても良い

建物利用

ふつう

良い

とても良い

ふつう

良い

とても良い

敷地利用

定性的評価

定量的評価

施設整備費検討パターン 維持管理費 合計

（単位：億円）

256 388

259 373

275 297

644

632

572

  1 平成25年度までの取り組みについて 

Ⅳ 本庁舎整備の基本理念と基本計画の作成に向けて 
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最も有利である、ケース「 ウ」 現敷地における 

「新庁舎建設」 に向けて本格的に検討を開始 

• 評価のまとめ 

 下記の３つの検討ケースの評価が高く、有利と判断 



 2 平成26年度のスケジュール 
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Ⅳ 本庁舎整備の基本理念と基本計画の作成に向けて 

平

0.

3月 ４～６月

準備期間 基本構想の作成期間 基本計画の作成期間

平成26年度 平成27年度

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

市民アンケートの

実施・分析

基本構想（案）の作成

公募市民の

募集・選考

敷地活用調査の実施

パ
ブ
リ
ッ
ク
・
コ
メ
ン
ト

基本計画（案）の作成

基
本
構
想
策
定

パ
ブ
リ
ッ
ク
・
コ
メ
ン
ト

基
本
計
画
策
定

附属機関における調査審議 附属機関における調査審議

新庁舎整備調査特別委員会



 ２ 市民アンケートの実施 
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Ⅳ 本庁舎整備の基本理念と基本計画の作成に向けて 

• 新庁舎建設に向けた基本構想・基本計画を作成していくため、こ
れからの千葉市にとってどのような市役所本庁舎が必要か市民意

見を伺うために実施。 

1万人アンケート 高校生アンケート 

調査対象 １８歳以上の市民１万人 市立千葉高校・稲毛高校 

抽出方法 無作為抽出 各学年１クラスずつ 

調査期間 平成２６年４月３０日～６月３０日 平成２６年６月１３日～６月３０日 

質問項目 

回答者の属性 同左 

市役所の利用状況 同左 

本庁舎の機能 同左 

本庁舎敷地の機能 同左 

その他庁舎整備全般 同左 
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Ⅳ 本庁舎整備の基本理念と基本計画の作成に向けて 

• 新庁舎建設の重要な視点 
項目（件数）

災害時でも市役所の業務が継続できること（1835）

本庁舎での用事がワンストップで対応できる窓口を備えていること（1462）

災害時に避難者や支援者（ボランティアなど）の受け入れができること（1340）

ライフサイクルコストなど、財政負担を軽減できること（1331）

個人情報の漏えい防止など情報セキュリティに配慮していること（1281）

長期にわたって使い続けることができること（978）

太陽光発電などの自然エネルギーを活用していること（794）

誰もが使いやすいユニバーサルデザインに配慮していること（690）

使いやすさや経済性を重視したデザインとしていること（666）

市政に関する情報を知ることのできるスペースを備えていること（413）

市の魅力や観光情報をＰＲすることのできるスペースを備えていること（275）

周辺の街並みとの調和を図っていること（239）

千葉市らしさを感じることのできるデザインとしていること（220）

入退庁管理など建物のセキュリティに配慮していること（151）

その他（200）

無回答（78）

69.3%

55.2%

50.6%

50.3%

48.4%

36.9%

30.0%

26.1%

25.2%

15.6%

10.4%

9.0%

8.3%

5.7%

7.6%

2.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

 ２ 市民アンケートの実施 
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Ⅳ 本庁舎整備の基本理念と基本計画の作成に向けて 

  

その他(166人)6.3%

市の用途で活用していく方がよい
(1,216人)

45.5%

民間に貸し出して活用していく方がよい
(1,059人)

39.6%

無回答
(230人)

8.6%

• 敷地活用意向 
「市の用途で活用」と「民間への貸し出し」がほぼ半々 

 ２ 市民アンケートの実施（１万人アンケート） 

• 市民交流、憩いの場（公園や広場） 

• 災害時避難場所・備蓄場所 

• 駐車場・駐輪場 

• スポーツ施設、教育・文化施設 

• 医療・福祉施設 

• ホール・会議室・イベントスペース 

• 飲食店・商業施設 

• 環境対策施設         など 

「市の用途で活用」とした主な意見項目 「民間に貸出して活用」とした主な意見項目 

• 飲食店・商業施設 

• 医療・福祉施設 

• スポーツ施設、教育・文化施設 

• 駐車場・駐輪場 

• ホール・会議室・イベントスペース 

• 住宅               など 

N=2,671 
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Ⅳ 本庁舎整備の基本理念と基本計画の作成に向けて 

   ３ 市民アンケートの実施（高校生アンケート） 

• 新庁舎建設の重要な視点 
項目（件数）

災害時に避難者や支援者（ボランティアなど）の受け入れができること（156）

個人情報の漏えい防止など情報セキュリティに配慮していること（155）

災害時でも市役所の業務が継続できること（117）

ライフサイクルコストなど、財政負担を軽減できること（105）

誰もが使いやすいユニバーサルデザインに配慮していること（92）

長期にわたって使い続けることができること（76）

太陽光発電などの自然エネルギーを活用していること（76）

本庁舎での用事がワンストップで対応できる窓口を備えていること（75）

使いやすさや経済性を重視したデザインとしていること（59）

市政に関する情報を知ることのできるスペースを備えていること（37）

千葉市らしさを感じることのできるデザインとしていること（30）

周辺の街並みとの調和を図っていること（29）

入退庁管理など建物のセキュリティに配慮していること（25）

市の魅力や観光情報をＰＲすることのできるスペースを備えていること（19）

その他（3）

無回答（7）

67.0%

66.5%

50.2%

45.1%

39.5%

32.6%

32.6%

32.2%

25.3%

15.9%

12.9%

12.4%

10.7%

8.2%

1.3%

3.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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Ⅳ 本庁舎整備の基本理念と基本計画の作成に向けて 

   ３ 市民アンケートの実施（高校生アンケート） 

• スポーツ施設、教育・文化施設 

図書館とスポーツ施設の設置や拡充に関する意
見が目立つ。 

• 災害時避難場所・備蓄場所 

災害時の避難場所、災害対策本部の機能充実に
関する意見。 

• 市民交流、憩いの場（公園や広場）など 

気軽に入れる、お年寄りから子供まで利用でき
る場所に関する意見。 など 

• スポーツ施設、教育・文化施設 

図書館（自習・学習スペース）、プール、フッ
トサルコート、テニスコート等のスポーツ施設
設置に関する意見。 

• 市民交流、憩いの場（公園や広場） 

緑豊かな公園、多目的広場、公共の集いの場等
に関する意見。 

• 民間事業者への貸し出し 

• 商業施設（飲食含む） など 

無回答(5人)2.1％

市の用途で活用していく方がよい
(111人)
47.6％

民間に貸し出して活用していく方がよい
(100人)
42.9％

その他
(17人)
7.3％

• 敷地活用意向 
「市の用途で活用」と「民間への貸し出し」がほぼ半々 

N=233 

「市の用途で活用」とした主な意見項目 「民間に貸出して活用」とした主な意見項目 



 4 本庁舎整備検討委員会での議論 

• 本庁舎周辺エリアの概念図 
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Ⅳ 本庁舎整備の基本理念と基本計画の作成に向けて 



 4 本庁舎整備検討委員会での議論 

• 本庁舎敷地の特性 

51 

４ｈａの敷地 
・敷地内に約１６万㎡の建物を建てることが可能な土地で
あり、現庁舎を稼働させながら建て替えを行うことも可能
です。 

交通網 ・交通の便に優れ、他の行政機関へのアクセスも容易であ
るなど、交通上優位な立地です。 

・緊急輸送道路と接しているほか、耐震強化岸壁を持つ千
葉港に近いなど、災害時においても物流経路を確保しやす
い立地です。 

・通常時、非常時を含め市民生活を支える中枢機能が集積
しており、隣接するみなと公園の活用など、様々な連携を
模索可能な立地です。 

防災上の立地 

周辺環境 

Ⅳ 本庁舎整備の基本理念と基本計画の作成に向けて 



 4 本庁舎整備検討委員会での議論 

• 本庁舎敷地が抱えるリスクへの対応 

52 

津波 

高潮 

・東京湾口に１０ｍの津波が襲来した場合の浸水予測
では、沿岸部の防潮堤の高さを下回ることから、浸
水被害は見込まれていません。 

想定される 
リスク 

・基本計画時に、ごくまれに発生する事象についても
考慮して検討します。 

リスクへの
対応方針 

・想定外の事態に備えるため、基本計画時に社会資本
整備審議会の「大津波等を想定した官庁施設の機能
確保のあり方について（答申）」等をふまえて検討
します。 

・100～200年に１度に発生する台風では、浸水被
害は見込まれていません。地球温暖化による海面上
昇があった状況下で、200～1000年に１度の台風
が発生した場合、最大で５ｍ以下の浸水の発生が予
想されています。 

想定される 
リスク 

リスクへの
対応方針 

Ⅳ 本庁舎整備の基本理念と基本計画の作成に向けて 



 4 本庁舎整備検討委員会での議論 

• 本庁舎敷地が抱えるリスクへの対応 

53 

揺れ 
やすさ 

・東京湾北部地震（M7.3）では、震度６強の揺れが
想定されています。 

想定される 
リスク 

リスクへの
対応方針 

・業務継続性に配慮するため、基本計画時に、免震構
造や制振構造の建物の採用を検討します。 

Ⅳ 本庁舎整備の基本理念と基本計画の作成に向けて 

液状化 

・東京湾北部地震、千葉市直下地震どちらの場合にお
いても液状化の危険性が高いという想定結果が出て
います。 

想定される 
リスク 

リスクへの
対応方針 

・地震後においても必要な機能を確保するため、基本
計画時に液状化対策を検討します。 

その他 ・地震火災、内水氾濫、土砂災害等による被害は見込
まれていません。 



 4 本庁舎整備検討委員会での議論 

• 新庁舎整備の基本理念 

54 

１ 人口構成や社会ニーズなど将来の変化に柔軟に対応で
きるような新庁舎整備を進めていきます。 

 
 

２ 政令指定都市における本庁舎として、通常業務の遂行
性に優れた新庁舎整備を進めていきます。 

 

 

３ 非常時においても状況の変化に柔軟に対応できる、業
務継続性を備えた新庁舎整備を進めていきます。 

Ⅳ 本庁舎整備の基本理念と基本計画の作成に向けて 

  
        将来の変化への柔軟性の確保 あるべき姿１ 

  
        通常業務の遂行性の確保 あるべき姿２ 

  
        非常時の業務継続性の確保 あるべき姿３ 



 4 本庁舎整備検討委員会での議論 

• 本庁舎のあるべき姿 

55 

  
        将来の変化への柔軟性の確保 あるべき姿１ 

Ⅳ 本庁舎整備の基本理念と基本計画の作成に向けて 

将来の変化に伴い、行政組織の変更や業務形態の変化に柔軟に
対応できる庁舎を目指します。 

ア 将来の人口構成や社会ニーズの変化に対応できる庁舎 

様々な変化に対応しつつ、長期間にわたり効率的に使い続けら
れるよう、十分な保全性と経済性を備えた庁舎を目指します。 

イ 長期間にわたり効率的に使い続けることができる庁舎 



  
        通常業務の遂行性の確保 

 4 本庁舎整備検討委員会での議論 

• 本庁舎のあるべき姿 
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Ⅳ 本庁舎整備の基本理念と基本計画の作成に向けて 

本庁舎の業務がワンストップで対応できるなど市民や事業者に
とって使いやすく、業務遂行の利便性・機能性に優れ、高い環
境性能を備えた庁舎を目指します。 

ア 市民や事業者にとって使いやすく、利便性や機能性に優れ、環境
にも配慮した庁舎 

様々な情報に対する防犯性を確保するとともに、庁舎利用者の
安全性を確保するなど、安心して利用できる庁舎を目指します。 

イ 優れたセキュリティを持ち、安全に業務遂行できる庁舎 

あるべき姿２ 



 4 本庁舎整備検討委員会での議論 

• 本庁舎のあるべき姿 
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Ⅳ 本庁舎整備の基本理念と基本計画の作成に向けて 

本庁舎は市民の安心・安全を支えるための総合防災拠点である
ため、耐震性に優れ、災害に強い構造・設備を備えた庁舎を目
指します。 

ア 地震をはじめ、災害に強い構造を備えた庁舎 

災害発生等の非常時においても、迅速に業務機能を回復し、災
害対応等に従事できるよう、業務継続機能を備えた庁舎を目指
します。 

イ 非常時の業務継続機能を備えた庁舎 

  
        非常時の業務継続性の確保 あるべき姿３ 



 4 本庁舎整備検討委員会での議論 

• 新庁舎整備に併せて検討する事項 

58 

本庁舎の機能的な配置を検討するとともに、民間企業等へのヒアリングや
マーケット調査などを実施し、民間利用・公共利用などの敷地活用方策を
検討します。また、将来の本庁舎建て替えに備えることも配慮します。 

ア 敷地の有効活用 

Ⅳ 本庁舎整備の基本理念と基本計画の作成に向けて 

基礎調査(H25.3)の時点
での新築集約案のイメージ 



 4 本庁舎整備検討委員会での議論 

• 新庁舎整備に併せて検討する事項 

59 

本庁機能の強化や本庁舎敷地の有効活用を図るため、本庁舎敷地に隣接す
るみなと公園や周辺道路網など、既存のインフラ施設のあり方についても
検討していく必要があります。 

イ みなと公園・周辺道路網の活用 

Ⅳ 本庁舎整備の基本理念と基本計画の作成に向けて 

近年進出した企業    
  近年建設済 
   ①ＮＨＫ千葉放送局 
   ②日赤千葉県支部 

  建設中 
   ③(仮)千葉県医師会館 
   ④(仮)京葉銀行千葉 
    みなとビル 

   未利用の公的不動産 

 

公園

凡 例

社会資本整備

民等の取組

道路

③

エリア周辺の民間企業
・防災訓練や物資の
備蓄を実施

・災害時、市の災
害対応等に協力

②
①

④

防災拠点エリア



 4 本庁舎整備検討委員会での議論 

• 新庁舎整備に併せて検討する事項 
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敷地の周辺には、市民生活を支える企業・団体等が多く集積していること
から、これらの企業・団体等との連携方策についても検討します。新庁舎
整備を通じて、周辺に立地する企業、民間団体、公益団体、市民団体等と
のパートナーシップを構築し、「顔の見える関係性づくり」を進めること
により、本庁舎敷地周辺への集積の効果を高めることを検討します。 

ウ 本庁舎周辺エリアとの連携・貢献 

Ⅳ 本庁舎整備の基本理念と基本計画の作成に向けて 



  ５ 新庁舎の計画に向けて 

• 敷地概要 

 本庁舎の敷地面積：39,670㎡ 

 本庁舎以外の敷地用途：平面駐車場 

約２００ｍ 

約
２
０
０
ｍ 

商業地域 

容積率 ４００％ 

敷地 約４万㎡ 

建築可能な延床面積 
 ４万㎡×４＝１６万㎡ 

 
※「基礎調査」により新庁舎整備 
に必要な面積は約５万㎡の試算 
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Ⅳ 本庁舎整備の基本理念と基本計画の作成に向けて 



  ５ 新庁舎の計画に向けて 

• 建物配置について 

「敷地」の活用方法を検討するために、複数のモデルプランにより、
メリット・デメリットの整理をする必要がある 
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新庁舎 

みなと公園 

敷地活用 

建物イメージ３ 建物イメージ１ 建物イメージ２ 

新庁舎 

みなと公園 

敷地活用 

新庁舎 

みなと公園 

敷地活用 

市民駐車場側イメージ 国道側イメージ 公園側イメージ 

Ⅳ 本庁舎整備の基本理念と基本計画の作成に向けて 



低層案 

  ５ 新庁舎の計画に向けて 

• 建物形状について 

「建物」の形状や配置を検討するために、複数のモデルプランにより
メリット・デメリットの整理をする必要がある 

高層案 中高層案 
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みなと公園 

みなと公園 みなと公園 

10階建 イメージ 5階建 イメージ 2階建 イメージ 

Ⅳ 本庁舎整備の基本理念と基本計画の作成に向けて 



  ５ 新庁舎の計画に向けて 

• 施設構成について 
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Ⅳ 本庁舎整備の基本理念と基本計画の作成に向けて 

検討例： 

秋田市新庁舎建設 

基本構想 

本庁舎に求められる機能を整理した上で、全体の機能構成を検
討していく必要がある 


